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　月経に随伴して発症する自然気胸は稀な疾患で
ある。最近，われわれはCatamenial　Peumothorax
の一例を経験したので，文献的考察も併せて報告
する。症例は40歳，女性，4回の右側のみの再発
性自然気胸で，気胸発症時期と月経について，1・
2回は月経との関連性について気付かなかったが
短期間に3・4回の気胸を繰り返したので本症を
疑って検索した。1・2回は脱気率50％以上のため，
入院にて持続性脱気を行い治療した。3・4回は脱
気率30％以下のため，自宅安静にて改善された。
3回目の後に，不正出血があり，婦人科にて子宮
内膜症と診断された。月経随伴性気胸の診断基準
として1972年，Lillingtomが記載しているが，
その後昭和58年，伴場らが，次の如く設定した。
1）気胸は月経開始3日前から5日後位迄の間に
発生しやすいとされている。2）発生頻度は2カ
月に1回以上の間隔で3回以上の気胸が見られる。
3）発生頻度が少ない場合，横隔膜の欠損孔，胸
腔内子宮内膜症が証明される事，あるいは，両者
とも見られない場合には，Bulla，　Blebが存在し
ない事が重要である。われわれの自験例は伴場ら
の診断基準に一致した。本邦症例32例を検討する
と，年齢は18歳から49歳，平均37．3歳，発作の
回数は3回から多数まで，気胸側は右側のみのも
の27例，両側に発症したものはわずか4例であり，
圧倒的に右側に多い。肺にBulla，Blebの存在は9
例である。また横隔膜穿孔を認めたものはtq例で
あった。本症例の発生機序として，①Maurer説，
②Lillington説，③Rossi説があるが，右肺には，
右気胸以外に異常なく，骨盤腔子宮内膜症を有す
るため，空気腹腔経由説であるMaurer説が有力だ
と思われる。またこの本症例は3・4回目の気胸
が軽度と経済的理由のため，詳細な検査は行ない
得なかった。今後とも観察をつづけていきたいと
思う。
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〔目的〕喘息小児、肥満小児に対して心肺運動負
荷試験を行い、運動時の循環、換気状態について
測定し、運動能力の基礎的な評価を行った。
〔方法および対象〕方法は、臼転車エルゴメータ
を用い、英国モーガン社製エクササイズテスト・
マグナ88型で測定した。運動負荷母は，Vasserman
らの方法に準じて体表面積より決定し、最高酸素
摂取量peak▽02、嫌気性代謝閾値Auaerobic
Threshold，最高換気M　peak）E、最高心拍数、最高
酸素脈等各種指標について検討した。対象は、8
歳から11歳までの正常小児16名、9歳から15歳ま
での喘息小児10名、9歳から15歳までの肥満小児
6名とした。　〔結果〕最島酸素摂取最peak▽02に
ついては、正常小児は1396±209皿1／min（47±7ml／
Kg／皿in）、喘息小児は1152±219m1／min（34±6皿1／
Kg／min）、肥満小児は1566±487m1／min（20±6皿1／
Kg／min）であった。嫌気性代謝閾値Auaerobic
Thresholdについては、正常小児は851±129m1／
皿in（29±4ml／Kg／min）、喘息小児は789±178ml／
min（23±5ml／Kg／min）、肥満小児は875±255ml／
min（11±2皿1／Kg／皿in）であった。最高換気量　peak
）Eについては、正常小児は52±111（1．75±0．291／
Kg）、喘息小児は44±131（1．33±0．481／Kg）、肥
満小児は42±151（0．53±O．211／Kg）であった。最
高心拍数については、正常小児は195±9／min、
喘息小児は181±17／min、肥満小児は145±13／m
inであった。最高酸素脈については、正常小児は
7．2±1．1皿1／beat、喘息小児は6．4±1，3皿1／beat、
肥満小児は10．7±2．7ml／beatであった。
〔結論〕喘息小児の最：高酸素摂取最peakVo2、嫌
気性代謝閾値Auaerobic　Thresholdは、正常小児
に対して低値を示し、喘息小児では発作緩解時に
於ても正常小児に比して呼吸機能は低下している
と考えられた。肥満小児についても心肺機能の制
限が認められた。将来運動負荷試験を基に運動療
法を実施していくことが必要であると思われた。
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